
【歳入】
・地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】

（単位：千円）

Ａ

Ｂ

Ｃ

2,048,958合　　　計　（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 4,235,302 1,621,257 145,209 419,878

疾病予防対策事業 149,330 2,271 20,000 127,059

乳児・障害者等医療助成事業 137,571 10,000 58,824

不妊治療費助成事業 2,666 2,666

30,000 247,426

医療提供体制確保事業 123,660 449 20,000 103,211

小計 743,471 124,285 80,000 539,186

保
健
衛
生

高齢者医療事業 330,244 52,818

68,747

介護保険事業 316,295 316,295

小計 520,561 127,395 10,000 383,166

1,126,606

社
会
保
険

国民健康保険事業 204,266 127,395 10,000

小計 2,971,270 1,369,577 145,209 329,878

66,871

社
会
福
祉

障害者福祉事業 710,567 496,144 241

貧困・格差対策等事業 3,447 1,376 478

高齢者福祉事業 21,975 1,654 3,824 10,000 6,497

総合福祉事業

755,076

子ども・子育て等支援事業 776,626 597,153 10,146 40,000 129,327

児童福祉事業 1,405,442 273,250 127,238

1,593

20,000

53,213 3,282 10,000

249,878

事　　業　　名 経費

財　　源　　内　　訳

39,931

194,182

 令和７年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てら
れた社会保障施策に要する経費

　平成26年4月1日より消費税率（国・地方）が5％から8％に、令和元年10月1日から10％に引き上げられた
ことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費
に充てるものとされています。
　令和７年度富士河口湖町一般会計決算における充当状況は次のとおりとなっています。

特定財源 一般財源

国県支出金 地方債 その他

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の地方消費

税交付金）

その他

・地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられた社会保障施策に要する経費

千円419,878

4,235,302 千円


